
令和 7年度補正予算成立！ 

注目補助金のポイントを解説 

 

※記事内容は、記事更新日時点の情報です。最新の情報は、必ず省庁や自治体の公式 HP をご確認

ください。 

 

令和 7年度補正予算が成立し、事業者向け支援策について、今後の施策の方向性が示されました。 

 

政府は令和 7年 11月 21日に閣議決定した総合経済対策において、物価高への対応や賃上げ環境

の整備などを重要なテーマとして掲げています。 

 

今回の補正予算は、こうした総合経済対策の考え方を踏まえて編成されています。 

 

そこでこの記事では、令和 7年度補正予算による補助金のなかから、汎用性が高く、補助金額も比較的

高額な補助金を中心に、制度の概要とおさえておくべきポイントを紹介します。 

 

＜掲載する補助金の一覧＞ 

制度名 対象となる取り組み 

ものづくり補助金 革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行うための

設備投資等 

中小企業新事業進出補助金 既存の事業とは異なる、新市場・高付加価値事業への進出にかか

る設備投資等 

中小企業省力化投資補助金 

（カタログ注文型） 

IoTやロボットなどの付加価値額向上や生産性向上に効果的な汎

用製品を「製品カタログ」から選択・導入すること 

中小企業省力化投資補助金

（一般型） 

オーダーメイド・セミオーダー性のある設備導入・システム構築など 

中小企業成長加速化補助金 売上高 100億円超を目指す中小企業が行う大胆な設備投資 

https://www.kantei.go.jp/jp/headline/sougoukeizaitaisaku2025/index.html


中堅等大規模成長投資補助金 中堅・中小企業が、足元の人手不足等の課題に対応し、 成長して

いくことを目指して行う大規模投資 

小規模事業者持続化補助金

（通常枠） 

商工会・商工会議所の支援を受けながら取り組む販路開拓等 

デジタル化・AI導入補助金 業務の効率化や DX の推進、セキュリティ対策に向けた IT ツール等

の導入 

事業承継・M&A補助金 事業承継に際しての設備投資や M&A・PMI の専門家活用等 

省エネ補助金 省エネ設備・機器と非化石エネルギーを使用する設備・機器の更新 

  

 

ものづくり補助金 

 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

 

「ものづくり補助金」は、中小企業・小規模事業者等が取り組む革新的サービス開発・試作品開発・生産

プロセスの改善を行うための設備投資等を支援する制度です。 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


本補助金の補助上限額は最大 4,000万円（申請枠・要件による）で、比較的高額な設備投資を伴

うケースも少なくありません。 

 

そのため、補助事業の継続性を確保する観点から、事業計画期間終了までの間、補助事業により導入

した設備について、風水害等の自然災害を含む損害を補償する保険または共済への加入（付保割合

50％以上）を強く推奨しています。 

 

現行制度では令和 8年 1月 30日まで 22次公募を実施しており、準備ができ次第、23次公募を実

施予定です。 

 

また、令和 8年度以降については、「中小企業新事業進出補助金」と統合し、「新事業進出・ものづくり

補助金」として公募を行う予定です。 

 

中小企業新事業進出補助金 

 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


「中小企業新事業進出補助金」は、企業の成長・拡大に向けた新規事業への挑戦を行う中小企業等を

対象に、既存の事業とは異なる、新市場・高付加価値事業への進出にかかる設備投資等を支援する制

度です。 

 

本補助金では、前述の「ものづくり補助金」と同様に、比較的高額な設備投資を想定しています。 

そのため、最低でも事業計画期間終了までの間、補助事業によって建設または取得した建物等の施設・

設備を対象として、申請した補助金の補助率以上の付保割合を満たす保険または共済への加入を義務

付けています。 

 

現行制度では令和 8年 2月 17日から令和 8年 3月 26日まで第 3回公募の申請を受け付けてお

り、準備ができ次第、第 4回公募を実施予定です。 

また、令和 8年度以降については、「ものづくり補助金」と統合し、「新事業進出・ものづくり補助金」として

公募を行う予定です。 

 

中小企業省力化投資補助金（カタログ注文型） 

 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


「中小企業省力化投資補助金（カタログ注文型）」は、IoT やロボットなどの付加価値額向上や生産

性向上に効果的な汎用製品を「製品カタログ」から選択・導入することを支援する制度です。 

 

本補助金では、取得する省力化製品に対する補助額（導入経費を含む）が 500万円以上となる場

合、事業計画期間終了までの間、保険または共済への加入を申請要件としています。 

 

これは、既述の補助金と同様に、火災や風水害を含む自然災害などによる取得財産の損失により、補助

事業を完遂できず、補助金が交付されないリスクに備えるためです。 

加入する保険または共済は、補助金の交付対象となる施設・設備等を対象とし、保険金額が補助額以

上である必要があります。 

 

本補助金は随時申請を受け付けており、令和 7年度補正予算においても継続実施を予定しています。

なお、令和 8年 1月 7日時点では、大きな制度変更に関する公表はありません。 

 

中小企業省力化投資補助金（一般型） 

 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


「中小企業省力化投資補助金（一般型）」は、オーダーメイド・セミオーダー性のある設備導入・システム

構築などを支援する制度です。 

 

本補助金では、事業計画期間終了までの間、補助事業によって導入した機械装置を対象として、風水

害等の自然災害を含む損害を補償する保険または共済（付保割合 50％以上）への加入を原則とし

て必須としています。 

 

令和 8年 2月上旬から下旬まで、第 5回公募の申請を受け付ける予定です。 

 

第 5回公募からは、大幅賃上げ特例の対象となる「1人当たりの給与支給総額」の算定方法について、

次のとおり見直しを行っています。 

 

第 5回公募では、基準年度およびその算定対象となる各事業年度において、全月分の給与等の支給を

受けた従業員を対象とします。 

 

中途採用や退職等により全月分の給与等の支給を受けていない従業員については、該当する事業年度

に限り、算定対象から除外します。 

 

一方、第 4回公募では、応募申請時から最終年度まで継続して就業する同一の従業員を対象としてい

ました。 

 



中小企業成長加速化補助金 

 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

 

「中小企業成長加速化補助金」は、売上高 100億円超を目指す中小企業が行う、大胆な設備投資

を支援する制度です。 

 

本補助金では、補助上限額を 5億円とし、建物の新設や大規模な設備導入を想定しています。 

 

こうした高額投資では自然災害などによる損失が事業継続に影響を及ぼす可能性があることから、補助

事業によって取得または建設した施設や設備を対象として、自然災害（風水害を含む。）による損害を

補償する保険または共済への加入を強く推奨しています。 

 

加入する保険または共済は、補助金の交付対象となる施設・設備等を対象とし、付保割合 50％以上

である必要があります。 

 

なお、現行制度では、令和 8年 2月 24日から令和 8年 3月 26日まで 2次公募の申請を受け付

けています。2次公募が終了次第、夏頃を目途に 3次公募を実施予定です。 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


 

出典：中小企業成長加速化補助金 2次公募 概要資料 

掲載ページ：100億企業成長ポータル 

 

2次公募から賃上げ要件を変更しました。具体的には、補助事業が完了した事業年度（基準年度）と

比較して、基準年度の 3事業年度後（最終年度）における「従業員 1人当たり給与支給総額」の年

平均上昇率が、全国における直近 5年間の最低賃金の年平均上昇率（4.5％）以上となることを求

めています。 

賃上げ目標では、「給与支給総額」または「従業員 1人当たり給与支給総額」のいずれかを選択できま

す。 

ただし、「給与支給総額」を選択した場合でも、最終年度における「従業員 1人当たり給与支給総額」が

基準値（4.5％）を上回ることは必須要件としています。 

なお、申請後に賃上げ目標を変更することはできません。要件を下回った場合は未達成率に応じて補助

金の返還が生じるのでご注意ください。 

そのほか、本補助金では役員報酬を「給与支給総額」の算定対象に含めないこととなりました。 

https://growth-100-oku.smrj.go.jp/documents/subsidy/2nd_gaiyo.pdf
https://growth-100-oku.smrj.go.jp/


中堅等大規模成長投資補助金 

 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

 

「中堅等大規模成長投資補助金」は、地域の雇用を支える中堅・中小企業が、足元の人手不足等の

課題に対応し、成長していくことを目指して行う大規模投資を促進する制度です。 

 

本補助金では、これまでの公募において、補助事業によって建設した建物や導入した設備を対象に、自

然災害（風水害を含む。）による損害を補償する保険または共済（付保割合 50％以上）への加入

を強く推奨してきました。 

 

今後は、制度名称を「中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補

助金（中堅等大規模成長投資補助金）」に変更したうえで、令和 8年春頃から新たな公募を開始す

る予定です。 

 

あわせて制度内容を見直し、新規公募分からは投資下限額を従来の 10億円から 20億円へ引き上げ

ます。なお、「100億宣言企業」については、投資下限額を 15億円とします。 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


「100億宣言企業」とは、自ら「売上高 100億円」という高い目標を掲げ、その実現に向けた取り組みを

行うことを宣言した企業を指します。 

 

小規模事業者持続化補助金（通常枠） 

 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

 

「小規模事業者持続化補助金（通常枠）」は、小規模事業者等が経営計画を自ら策定し、商工会・

商工会議所の支援を受けながら取り組む販路開拓等を支援する制度です。 

 

本補助金はこれまで第 18回公募まで実施しており、令和 8年 1月頃に第 19回公募要領を公開予

定です。また、申請受付は、2026年 5月から 6月頃の予定です。 

 

なお、令和 8年 1月 7日時点では、大きな制度変更に関する公表はありません。 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


デジタル化・AI導入補助金 

 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

 

「デジタル化・AI導入補助金」は、「IT導入補助金」の後継制度として、業務の効率化や DX の推進、

セキュリティ対策に向けた IT ツール等の導入を支援する制度です。 

 

令和 8年 1月 7日をもって「IT導入補助金」の最終公募が終了し、今後、「デジタル化・AI導入補助

金」の公募を開始します。 

なお、令和 8年 1月 7日時点では、大きな制度変更に関する公表はありません。ただし、今後、変更が

生じる可能性があるため、申請検討の際は最新情報をご確認ください。 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


事業承継・M&A補助金 

 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

 

「事業承継・M&A補助金」は、中小企業が生産性向上や持続的な賃上げに向けて行う、事業承継に

際しての設備投資や M&A・PMI の専門家活用費用等を支援する制度です。 

令和 7年 11月 28日をもって第 13次公募が終了しましたが、令和 7年度補正予算においても継続

して実施予定です。 

また、4 つの申請枠のうち「専門家活用枠」において、小規模事業者向けの「小規模売り手支援類型」を

新設します。 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


省エネ・非化石転換補助金 

 

出典：資源エネルギー庁 令和 7年度省エネ支援パッケージ 

掲載ページ：資源エネルギー庁 省エネ支援策パッケージについて 

 

「省エネ・非化石転換補助金」は、省エネ設備・機器と非化石エネルギーを使用する設備・機器の更新費

用等の一部を支援する制度です。 

 

現在、一部の事業については令和 8年 1月 13日まで公募を行っており、令和 7年度補正予算におい

ても継続して実施する予定です。 

 

今後の公募では、4 つの申請類型のうち「（Ⅲ）設備単位型」において、新たに「GXⅢ類型」を創設しま

す。 

 

「GXⅢ類型」には「トップ性能枠」と「メーカー強化枠」を設け、このうち「トップ性能枠」では、設備の更新に

加えて新設も対象とします。 

そのほか、「（Ⅰ）工場・事業場型」では「サプライチェーン連携枠」を新設し、「（Ⅱ）電化・脱炭素燃

転型」では、水素対応設備への改造等を補助対象に追加するなど、制度内容の変更を予定しています。 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/data/package_r7.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/package.html


まとめ 

この記事では、令和 7年度補正予算による補助金のなかから、汎用性が高く、補助金額も比較的高額

な補助金を中心に、制度の概要とおさえておくべきポイントを紹介しました。 

 

今後も新たな情報が公表されますので、申請検討の際は必ず最新情報をご確認ください。 

 

令和 8年 1月 7日 作成：株式会社 Stayway 

 

 


